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　このため、フランスの教員養成制度は、我が国と大きく異なり、大学 3 年修了後 2 年間の養成教育
を教員教育大学センタ （ーIUFM）という専門機関で与える制度となっている。教員教育大学センター







　例えば、栃木県教育委員会においては、平成 22 年度公立小学校新規採用教員選考は、第 1 次試験
と第 2 次試験（第 1 次試験合格者対象）で行われている。第 1 次試験は、学力試験と面接試験（集団
面接）からなり、学力試験の内容は、「一般教養（教職専門を含む）及び国語・社会・数学・理科の






の問題を使用する）25）。試験は、第 1 次試験と第 2 次試験（第 1 次試験合格者対象）からなる。第 1
17
次試験は、「フランス語」「数学」「歴史・地理及び理科・技術」の 3 科目の学力試験（教科指導法を含む）
で行われている。第 2 次試験は、「教職面接」「外国語」「体育・スポーツ」の 3 科目で実施されている（「第
二外国語」を自由選択で受験可）。このうち、「教職面接」は、①教職に関わる配付資料に基づく口頭
発表と質疑応答（準備 1 時間、口頭発表 10 分、質疑応答 15 分）と、②視覚芸術、音楽又は児童文学
























・教職に関わる配付資料に基づく口頭発表と質疑応答（準備 1 時間、口頭発表 10 分、質疑応答 15 分）
・視覚芸術（写真や映画を含む）、音楽又は児童文学について受験者が自由に選んだ作品に関する発表







































文章１：「学習の中心としての言語」『幼稚園で何を学ぶか？』（国民教育省官報 2007 年号外第 5 号、 
　　　　2007 年 4 月 12 日）。










　　　　2007 年 11 月号）。
文章２：ニコラ・トリュオンによるダニエル・ペナックの紹介（同前）。







文章１：ベノワ・フロシュ「障害は学校を変えるか？」（『ル・モンド教育版』2008 年 2 月号）。






































ろうか。2008 年度に各地で実施された 2009 年度教員採用試験の「教職教養」の問題を網羅的に収集
整理した、時事通信出版局編『2010 年度版　教職教養の過去問』31）を用いて調べたところ、次のよ
うな傾向が明らかになった。
　同書には、48 の都道府県・政令指定都市で 2008 年に実施された教員採用試験の問題が掲載されて
いる（自治体によっては、編集上の都合により掲載が見合わされている）。筆者の集計によると、小
学校教員志願者対象の大問は、48 都道府県・指定都市で計 490 問が掲載されている。
　これを出題領域別に集計してみると（一つの大問が複数の領域に区分される場合がある）、最も多
かったのが「教育法規、教育行政」の 148 問で全体の 30.2％に相当する。次いで、「教育時事、教育
答申等、文教施策、環境教育、情報教育、ローカル」の 112 問（22.9％）が多くなっている。以後、
「教育心理」62 問（12.7％）、「西洋教育史、日本教育史」43 問（8.8％）、「特別支援教育、障害児教育」







































































　最後に、教員採用試験からは離れるが、我が国と異なり試補制度（IUFM 第 2 学年に在学しながら
学校現場で研修を行う制度）を有するフランスにおいて、試補研修期間修了時にどのような能力が教
員に期待されているのかに触れておきたい。
　フランス国民教育省は、2006 年 12 月の省令で、学校段階を問わず初等中等教育教員に共通に求
められる職能を新たに 10 項目にわたって「教員に求められる職能（compétences professionnelles des 
maîtres）」として具体的に定めた 32）。この 10 項目の職能は、試補研修期間修了時において「必要最














＊公立学校教員の養成は、主に大学 3 年修了者（学士号取得者）を対象に IUFM 等において 2 年間行われる。
IUFM の第 1 学年は教員採用試験受験準備に、第 2 学年は教員採用試験合格者を対象とする試補研修に当て
られる。
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2010年度から実施されることとされている（«Les nouvelles conditions de recrutement des personnels 
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